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（１）筑後川における水害リスク情報
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過去の被害情報（昭和２８年６月水害）

昭和２８年６月洪水では、筑後川中・下流（国管理区間）だけでも２６箇所で破堤。この洪水による流域内の
被害は、死者数１４７人、流出全半壊家屋約１２，８００戸、床上浸水家屋約４９，２００戸、床下浸水家屋
約４６，３００戸、被災者数約５４万に及ぶ。

浸水実績図（昭和２８年６月）
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昭和28年以降の降雨状況
筑後川では、昭和２８年以降、大水害は発生していない。これは、大雨に対する備えが完了

したためではなく、幸いにも大雨が発生していなかっただけにすぎない。

（ミリ／48時間）
荒瀬地点上流域における流域平均雨量

（４８時間雨量の各年最大）

昭和28年6月洪水
５１３ミリ（４８時間雨量）

過去の被害情報（昭和２８年以降の降雨状況）
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昭和60年8月 台風13号による被害（佐賀市川副町）

昭和57年7月 馬場川周辺（神埼市千代田町詫田） 平成2年7月 佐賀江川流域（佐賀市神野）

平成13年7月 寒水川流域（みやき町田島）

過去の被害情報（昭和５７年以降）

○流域内の主な被害
・床上浸水 142戸 床下浸水 3,668戸

○流域内の主な被害
・床上浸水 937戸 床下浸水 12,375戸
・下流域の内水被害が甚大で、佐賀江川で激特事業が採択

○流域内の主な被害
・床上浸水 487戸 床下浸水 1,517戸
・台風13号と満潮が重なり下流域で大規模な高潮被害が発生

○流域内の主な被害
・床上浸水 23戸 床下浸水 180戸
・寒水川で氾濫が発生
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筑後川 39K200 大城橋上流（久留米市） 7/14 9:13 筑後川 40K400 片ノ瀬出張所（久留米市） 7/14 9:23

巨瀬川 10K050 中央橋水位観測所（久留米市） 7/14 9:12筑後川 55K700 千年分水路（朝倉市） 7/14 9:13

CCTVカメラ映像

過去の被害情報（平成２４年九州北部豪雨）
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過去の被害情報（平成２４年九州北部豪雨）

○巨瀬川沿川の主な被害（国土交通省調べ）
・7/14洪水 浸水面積 659ha 浸水家屋 136戸

巨瀬川 5k400 川崎橋付近（久留米市）

隈上川 2k000付近 東隈上地区（うきは市）隈上川 1k400付近 ＪＲ久大本線橋梁（うきは市）

隈上川 0k200付近 吉井町桜井地区（うきは市）

○隈上川沿川の主な被害（国土交通省調べ）
・直轄区間の８箇所で越水
・7/14洪水 浸水面積 28ha 浸水家屋 173戸
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現状の堤防整備状況

5k6

25k4

35k0

55k6

6k8
0k4

佐賀
市役所

柳川
市役所

鳥栖
市役所

久留米
市役所

神埼
市役所

朝倉
市役所

筑後川35k000(平成26年3月) 筑後川55k600(平成26年3月)巨瀬川6k800(平成26年3月) 隈上川0k400(平成26年3月)筑後川25k400(平成26年3月)

筑後川5k600(平成26年3月)

-6

-4

-2

0

2

4

6

8

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

↑

標

高

(T.Pm)

距離（m）→

-4

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

↑

標

高

(T.Pm)

距離（m）→

22

24

26

28

30

32

34

36

38

40

0 50 100 150 200 250

↑

標

高

(T.Pm)

距離（m）→

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

0 20 40 60 80 100

↑

標

高

(T.Pm)

距離（m）→

32

33

34

35

36

37

38

39

40

0 50 100 150 200

↑

標

高

(T.Pm)

距離（m）→

筑後川5k600

筑後川25k400 筑後川55k600巨瀬川6k800 隈上川0k400

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 100 200 300 400 500 600 700

↑

標

高

(T.Pm)

距離（m）→

筑後川35k000

大川市

柳川市

佐賀市

神崎市

大木町

筑後市

吉野ヶ里町

上峰町

みやき町

鳥栖市

基山町

小郡市
大刀洗町

久留米市

日田市

朝倉市

うきは市

○筑後川の河川改修については、近年の洪水被害や上下流バランス等を考慮しつつ、限られた予算の中で計画
的な河川整備を実施。

○堤防の整備が未完成な地区では、平成24年7月九州北部豪雨により浸水被害が発生している。

筑後川における直轄管理区間の堤防整備状況

堤防が必要な
区間の延長

（km）

完成堤防
（ｋｍ）

整備率
（％）

291.1 138.2 47.5
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氾濫シミュレーション（施設計画規模）

想定し得る最大規模の降雨を対象にした洪水浸水想定区域図を平成２８年度出水期までに公表予定

筑後川及び筑後川水系の主な支川（佐賀江川、城原川、宝満川、巨瀬川、佐田川、花月川、玖珠川） の浸水
想定区域図を作成し、筑後川河川事務所のホームページ等で公表している。

筑後川水系浸水想定区域図
（洪水予報指定河川のみの浸水区域情報）

筑後川本川の浸水想定区域図（平成１４年公表）
筑後川支川の浸水想定区域図（平成１８年公表）

筑後川
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重要水防箇所

大川市

佐賀市

現在の堤防の高さや幅、過去の漏水などの実績などから、危険箇所を早期に発見するため、あらかじめ水防上
特に注意を要する区間を定め、重要度に応じて重要水防箇所として指定している。

（例）筑後川下流（昇開橋～青木中津大橋付近）の重要水防箇所

【堤防髙（流下能力）】
Ａランク ： 現況の河道において計画規模の流量が流れた場合の水位が、堤防の高さや河道の流下能力が不足し、堤防髙を超える箇所。
Ｂランク ： 現況の河道において計画規模の流量が流れた場合の水位と現況の堤防高の差が、計画堤防断面として必要な余裕高に満たない箇所。

【堤防断面】
Ａランク ： 計画断面堤防（標準的な堤防の断面形状）に対して、現況堤防の断面積や天端幅が半分に満たない箇所。
Ｂランク ： 計画断面堤防（標準的な堤防の断面形状）に対して、現況堤防の断面積や天端幅が不足しているが、半分以上はある箇所。

【法崩れ・すべり・漏水】
Ａランク ： 過去に法崩れ・すべりの実績や漏水の履歴があり、その対策が未施工の箇所。
Ｂランク ： 過去に法崩れ・すべりの実績や漏水の履歴があるが、その対策が暫定施工。また、すべり破壊に対する安全度が基準値以下の箇所や基礎

地盤及び堤体の土質等からみて、漏水が発生する恐れのある箇所で所要の対策が未施工の箇所。
※このほか、水衝部や洗掘箇所、工作物等設置箇所においても評定基準を定めている。また、新しく堤防が築造された箇所や破堤跡、旧川跡については、

注意を要する箇所、または、履歴を残すため「要注意」として整理。なお、重要水防箇所については、筑後川河川事務所ＨＰで公表するとともに、
水防情報図を作成し、関係機関、市町村等に配布し情報提供を行っている。（http://www.qsr.mlit.go.jp/chikugo/bousai/suibokasyo/index.html）

（凡例）
Ａランク

（水防上最も重要な区間）

Ｂランク
（水防上重要な区間）

河川名 重要水防箇所

筑後川
（中・下流部）

Ａ区間 Ｂ区間

143箇所 326箇所

49.10km 127.88km
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洪水に対しリスクが高い区間

○筑後川の堤防整備は一定程度進んでいるが、施設規模を超える洪水等により、堤防決壊が生じた場合の
被害ポテンシャルは甚大。

○筑後川では、洪水に対しリスクが高い区間を設定し、関係機関と共有している。
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（２）現状の減災に係る取組状況

①情報の受発信に関する取組
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洪水における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミング

○筑後川では、気象台と連携し、避難勧告の発令判断の目安となる氾濫危険情報の発表等の洪水予報を実施
している。

○洪水予報等の防災情報の持つ意味や防災情報を受けた場合の対応について共有しておく必要がある。
○氾濫危険水位は、受け持ち区間内の危険箇所において氾濫がはじまる水位を基準水位観測所の水位に換算

し、避難に必要な時間を考慮して設定している。

氾濫危険水位

水防団待機水位

氾濫濫注意水位

水防団が出動して河川の警戒にあたる水位。のり崩れ、

洗掘、漏水などの災害が発生する危険性がある水位

避難判断水位

洪水予報の基準となる基準観測所水位

市町村長による避難準備情報の発令判断の目安であり、

住民の氾濫に関する情報への注意喚起になる水位。

水防団が水防活動の準備を始める目安となる水位。

市町村長による避難勧告等の発令判断の目安であり、

住民の避難判断の参考になる水位。

○筑後川における基準水位観測所

零点⾼

（T.P.ｍ）

⽔防団待機
⽔位

氾濫注意
⽔位

避難判断
⽔位

氾濫危険
⽔位

計画
⾼⽔位

5.55

荒　瀬 37.72 3.40 5.00 5.90 6.30 10.43

⽚ノ瀬 4.95 5.40 6.70 7.80 8.50 12.82

8.78

花⽉川 花　⽉ 80.50 0.90 1.60 2.20 3.35 4.48

佐⽥川 ⾦丸橋 15.50 1.50 2.50 3.50 3.87 4.38

巨瀬川 中央橋 15.19 1.20 1.90 2.20 2.54 3.11

宝満川 端　間 6.76 2.40 3.60 4.00 4.65 6.06

城原川 ⽇出来橋 5.73 2.00 2.50 3.50 4.32 4.51

隈上川 ⻄隈ノ上 34.94 1.40 2.00 2.40 2.88 3.06

⼩⽯原川 栄⽥橋 13.29 2.00 2.50 3.10 3.71 5.09

⽥⼿川 ⽥⼿橋 7.20 1.50 1.80 2.90 3.52 －

筑後川

基準値（ｍ）

瀬ノ下 1.81 3.50 5.00 6.80 7.10

筑後川

⼩　渕 85.04 2.20 3.00 4.00 4.50

⽔系名 河川名 観測所

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４
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基準水位観測所と水防受け持ち区間
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基準水位観測所と水防受け持ち区間
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住民等への情報伝達の体制や方法

〇河川水位、洪水予報、ライブ映像等の情報をホームページやテレビを通じて伝達している。
○情報の入手しやすさや切迫感の伝わりやすさを向上させる必要がある。

見たいカメラを選択

ＰＣ・スマホでライブ画像が確認できる
http://www.qsr.mlit.go.jp/chikugo/

テレビ画像

地上デジタル放送で河川の水位や雨量情報が確認できる

川の防災情報でリアルタイムで
河川の水位情報を確認できる
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避難勧告等の発令基準（タイムライン）

○地域防災計画に、避難勧告発令の基準が記載されている。
○地域防災計画に、より具体的に避難勧告の発令時期や対象地区を記載するなど、タイムラインの策定を

進めている。

久留米市タイムライン（簡易版）－ 平成26年度作成

【作成済み自治体】
○福岡県

久留米市
柳川市
八女市
筑後市
みやま市
大川市
小郡市
うきは市
朝倉市
大刀洗町
大木町

○佐賀県
佐賀市
鳥栖市
神埼市
吉野ヶ里町
上峰町
みやき町

○大分県
日田市
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（２）現状の減災に係る取組状況

②水防に関する取組
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河川水位等に係る情報提供

〇筑後川河川事務所と柳川市や大川市庁舎等を光ファイバー等で接続し、河川水位やライブ映像を提供して
いる。（専用回線なので安定的に視聴が可能）

○ライブ映像を事務所ホームページで提供しているが、筑後川では、現在14箇所に限られており、各市町の
防災対策や住民の避難行動の判断に必要な箇所について、順次拡大する必要がある。

城原川日出来橋カメラの映像（夜）

筑後川昇開橋カメラの映像 筑後川片ノ瀬カメラの映像

ＣＣＴＶカメラ（ホームページ公開）
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河川の巡視

大川
1～4班

諸富
5～10班

久留米
11～15班

片ノ瀬
16～22班

吉井
23～27班

H24.7洪水 隈ノ上川

○出水時には、水防団等と河川管理者がそれぞれ河川巡視を実施している。
○堤防決壊の恐れのある箇所で土のう積み等の水防活動が的確に行われるよう、水防団等と河川管理者で、河川

巡視で得られた堤防や河川水位の状況等の情報の共有等を進める必要がある。
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水防資機材の整備状況

○国の備蓄状況
・土砂 約86,000㎥
・根固め
（1t.2t.3t.5t)  約52,000個

・シェルトン 約600個
・土のう袋（通常）約27,000袋
・大型土のう袋 約14,000袋
・袋詰め根固 約14,000袋

○国の備蓄状況
【筑後川河川事務所 諸富出張所】
・土砂 約900㎥
・根固め（2t） 約150個
・シェルトン 約600個
・土のう袋（通常） 約1,700袋
・大型土のう袋 約300袋

水防資機材 備蓄箇所

○水防資機材については、水防管理団体が水防倉庫等に備蓄しているが、河川管理者が持つ資機材も、水防計画
に基づき緊急時に提供している。

〇水防団等と河川管理者が連携して的確な水防活動を推進するため、資機材に係る情報を共有し、 適切な配置の
検討等を進める必要がある。
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（２）現状の減災に係る取組状況

③大規模災害発生時の取組

21



災害発生時の市町村等への支援（１）

大規模災害時応援協定の締結
大規模災害時の被害拡大、二次災害の防止を目的に、筑後川河川事務所では、管内すべての
市町村（20市13町1村）と応援に関する協定を締結し、災害に備えています。

①情報連絡網の構築 ②現地情報連絡員（リエゾン）の派遣 ③施設の被害状況の調査 ④災害応急措置

応援に関する主な内容

①情報連絡網の構築 CCTVカメラ映像などの防災情報を市町村へリアルタイムで提供する連絡体制を確保し、連携・支援を行います。

災
害
対
策
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー

「
は
る
か
ぜ
」
の
映
像

河
川
監
視
カ
メ
ラ

九
州
地
方
整
備
局

災
害
対
策
本
部

筑
後
川
河
川
事
務
所

県

市
町
村防災情報通信

ネットワーク網
インターネット

回線

光ファイバー

②現地情報連絡員（リエゾン）の派遣 リエゾンは、被災した市町村と整備局の連絡窓口として、市町村からの情報収集、被害情報
及び応援に関する情報提供、災害対策支援に関する調整などを行います。

・日田市へリエゾンを派遣
・災害対策ヘリ「はるかぜ」からの映像を市防災

会議で共有

・朝倉市へリエゾンを派遣
・災害対策ヘリ「はるかぜ」からの映像を見ながら

被災状況を確認

・大牟田市へリエゾンを派遣
・寒波の影響により発生した水道管破裂による

断水への対応について連絡調整

平成24年7月 九州北部豪雨 平成24年7月 九州北部豪雨 平成28年2月 降雪による大規模断水
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災害発生時の市町村等への支援（２）

③施設の被害状況の調査（TEC-FORCEの派遣）

④災害応急措置

TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）とは、大規模な自然災害に対して、被災状況
の把握や被災した市町村の支援を行い、被災地の早期復旧のため技術的支援を迅速
に実施します。

ヘリによる被災状況調査 河川の被災状況調査 渓流の被災状況調査

九州地方整備局「防災ヘリコプターはるかぜ」
・TEC-FORCEにより防災ヘリコプターを

派遣し上空から被災状況の調査を実施

平成26年8月豪雨 広島土砂災害
・広島市へTEC-FORCEを派遣
・土砂災害箇所の被災状況の調査を実施。

平成24年7月 九州北部豪雨
・柳川市へTEC-FORCEを派遣
・堤防決壊箇所など被災状況の調査を実施

平成24年7月 九州北部豪雨
・柳川市へTEC-FORCEを派遣
・浸水被害解消のため排水ポンプ車を配備

平成28年2月 降雪による大規模断水
・大牟田市の24時間給水支援のため

各給水ポイントに照明を配備

平成27年9月 関東・東北豪雨
・常総市へTEC-FORCEを派遣
・浸水被害解消のため排水ポンプ車を配備
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災害発生時の市町村等への支援（３）

【宮崎ブロック】
・対策本部車 １台
・排水ポンプ車 １２台
・照明車 ４台
・衛星通信車 １台
・情報収集車 １台
・その他 １１台

【熊本ブロック】
・排水ポンプ車 ５台
・照明車 １台
・船舶 ２隻
・その他 ９台

【九州全体】
・ヘリコプター １機
・対策本部車 ４台
・排水ポンプ車 ６０台
・照明車 ２４台
・衛星通信車 ４台
・情報収集車 ４台
・船舶 ４隻
・その他の機器等 ７６台

〔平成27年3月現在〕

【鹿児島ブロック】
・対策本部車 １台
・排水ポンプ車 １４台
・照明車 １４台
・衛星通信車 １台
・情報収集車 １台
・その他 １３台

【佐賀ブロック】
・排水ポンプ車 ４台
・その他 ５台

【長崎ブロック】
・排水ポンプ車 ３台
・その他 ５台

【本局】
・ヘリコプター １機

九州防災・火山技術センター

【大分ブロック】
・対策本部車 １台
・排水ポンプ車 １２台
・照明車 ２台
・衛星通信車 １台
・情報収集車 １台
・その他 １０台

【福岡ブロック】
・対策本部車 １台
・排水ポンプ車 １０台
・照明車 ３台
・衛星通信車 １台
・情報収集車 １台
・船舶 ２隻
・その他 ２３台

災害対策用機械の派遣（各ブロックの配備状況）
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（２）現状の減災に係る取組状況

④河川管理施設の整備・活用に関する取組
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L=1.60km

L=1.60km

L=0.42km L=0.28km

L=1.00km

L=3.00km

L=0.60km

L=0.80km

L=0.60km
L=0.60km

L=0.90km

L=0.80km

L=0.10km

浸透対策 ﾊﾟｲﾋﾟﾝｸﾞ対策 流下能力対策 侵食・洗掘対策

28.6km 13.8km 3.6km 13.0km 0.8km

内訳
全体実施延長
（重複無し）

L=0.28km

L=0.20km
L=0.34km

L=0.11km

凡例 浸透対策 ﾊﾟｲﾋﾟﾝｸﾞ対策
流下能力対策 侵食・洗掘対策

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合があります。
※表示されている各対策の延長計については、四捨五入の関係で概要図と合致しない場合があります。
※今後概ね５年間で対策を実施する区間を記載しています。
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L=0.39kmL=0.21km
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下流から
L=0.05km
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L=0.10km

L=0.10km
L=0.10km L=0.07km

下流から
L=0.18km
L=0.05km
L=0.17km
L=0.02km
L=0.17km

L=2.60km
L=0.10km

朝倉市

うきは市

佐賀市

神埼市

洪水を安全に流すためのハード対策概要図＜筑後川中・下流部＞
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朝倉市小郡市

鳥栖市

久留米市

大川市

佐賀市

うきは市

神埼市

L=1.07km

L=0.44km

L=0.24km

L=0.19km

L=2.05km
L=0.49km

L=1.17km

L=1.00km

L=1.43km
L=0.21km

L=1.24km

L=2.97km
L=1.01km

L=0.61km

L=1.63km

L=1.01km

L=1.23km

天端の保護 裏法尻の保護

22.2km 13.0km 12.2km

内訳全体実施延長
（重複無し）

L=2.97km

L=2.62km

凡例 天端の保護
裏法尻の保護

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合があります。
※危機管理型ハード対策と併せて、住民が自らリスクを察知し、自主的に避難できるようなソフト対策を実施予定です。
※表示されている各対策の延長計については、四捨五入の関係で概要図と合致しない場合があります。
※今後概ね５年間で対策を実施する区間を記載しています。

L=0.97km

危機管理型ハード対策概要図＜筑後川中・下流部＞
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河川水位が計画高水位（または危険水
位）を超えた際、ポンプで家屋や田畑
側の水（内水）を排水し続けると、堤
防が決壊したり、堤防から越水したり
して、河川の水が家屋側に氾濫し、甚
大な被害が発生する可能性があります。
このような場合、ポンプの運転調整を
行います。

堤防の決壊や越水に伴う河川水の氾濫による甚大な被害発生を防止するため、
排水ポンプの運転を停止することです。

○ポンプの運転調整とは

排水ポンプの運転調整
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○ポンプ場を運転調整する条件

条件① 各排水機場地点で筑後川の水位が
計画高水位（または危険水位）を
超えた場合

条件② 各排水機場の下流危険箇所で計画
高水位（または危険水位）を超え
た場合

条件③ 各排水機場の下流地点で、堤防の
決壊、越水、漏水等重大な災害が
発生する恐れがある場合

○ポンプ場運転調整イメージ

・運転調整対象箇所（下流危険箇所）の河川水位が危険な状態となった場合は、その上流のポンプ場を
運転調整（一時停止）する。

・水位が安全な水位に下がれば、運転を再開する。

排水ポンプ運転調整の考え方について
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○「ポンプ運転調整会議」を減災対策協議会と連携して実施し、関係機関への指導・調整、
地域住民への説明・周知を進めて行きます。

東海豪雨（概要）

平成１２年９月に発生した東海豪雨では、名古屋市を中心とする都市部の広い範囲内で、内水被害が発生
し、県西部を流れる新川では堤防が決壊するなど、甚大な被害が発生した。
出水時におけるポンプ場の運転について、堤防決壊等甚大な被害を回避するための運転調整（排水先河川
の出水状況による運転調整）を行えなかった施設があり、洪水時の施設管理の課題が浮き彫りとなった。

平野川水害訴訟（概要）

昭和５７年８月１日の台風１０号及び低気圧の影響で大阪府全域に豪雨が降り、平野川分水路の水位が危
険水位を越えた。そこで大阪市は、大阪府知事との確認書※に基づき、市町抽水所の排水ポンプの運転を
順次停止するいわゆる調整運転を行ったところ、それによって家屋等の浸水被害が生じたとして、大阪府
東住吉区育和地区の住民らが下水道を管理する大阪市と下水の放流先の一級河川平野川、同分水路を管理
する国及び費用負担者である大阪府を相手に総額８億３,８００万円の損害賠償を求めて訴訟を提起した。
（対大阪市は和解、対国、大阪府は取り下げ）

※確認書
①平野川及び同分水路に関連する下水道ポンプは、河川管理者が指定する危険水位を越えないように運転操作する。
②大阪府及び大阪市は、河川の水位、下水道ポンプの運転状況等について緊密な情報交換を行って迅速かつ正確な把握に
努め、ポンプのより効率的な運転を図る。

運転調整に係る今後の取り組み

運転調整について（参考）
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平成２４年７月１４日洪水におけるダムの効果
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洪水時におけるダムの効果をリアルタイムに公表

筑後川ダム統合管理事務所のホームページにて、松原ダムおよび下筌ダムにおける洪水
調節の効果を、下流地点（小渕水位観測所地点）の河川水位の低減効果として、リアルタイ
ムに公表しています。

【ホームページでの表示例 】

③ダムに流れ込む水を貯めなかった場合

④ダムに流れ込む水を貯めたことによる現在の河川水位
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（２）現状の減災に係る取組状況

⑤水防災啓発等に関する取組
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災害時を想定した情報共有訓練

訓練系統図 訓練位置図

佐賀庁舎

久留米庁舎

上峰町役場

共有映像

ＴＶ会議状況

武廣町長

上峰町役場状況

平成27年8月、上峰町役場、筑後川河川事務所（久留米庁舎）、筑後川河川事務所（佐賀庁舎）間で災害時を
想定した情報共有訓練を実施。5種類の映像をテレビ会議システム、画像共有化システム及びＩＰ電話を使い
情報共有を行った。

①新鋭ＫＵ－ＳＡＴによる上峰町が設定した被災想定現場からの映像
②事務所管内のＣＣＴＶカメラ映像 ③防災ヘリはるかぜ号の映像（録画）
④陸上自衛隊からの映像（録画）

武廣町長
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水位危険度レベルの設置（１）

・筑後川５５ｋｍ付近に位置する原鶴地区は、筑後川本川と原鶴分水路に囲まれた中の島に
なっており、過去筑後川の洪水により浸水被害が発生。

・当地区は福岡県内でも有数の温泉街として多くの温泉旅館があり、地域の活性化の一貫と
して自治会、温泉組合、行政等が参加する「みらい原鶴防災会議」を開催し、避難場所、
避難ルートなどの防災情報にあわせ観光スポット情報等も記載した「防災マップ」を平成
２０年度に作成した。

・さらに、筑後川の水位の状況が目視で水位表示（危険度レベル）を原鶴大橋に設置した。

浸水深や避難場所、避難ルート、温泉施設、観光
スポット情報等を記載。

原鶴地区以外でも佐賀県佐賀市など複数の地区で
防災マップ作成支援を実施

Ｈ２０に作成した防災マップ

水位危険度レベル設置状況

（城原川） （巨瀬川）

水位危険度レベルと説明標識（原鶴大橋）
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水位危険度レベルの設置（２）

筑後川筑後川

大刀洗町側

筑後川 田主丸町側

水位危険度レベル標識の設置にあわせ、見比べることができる位置に解説標識を設置（平成27年3月）

危険度レベル水位標について、広く地域の方に知っていただくため
大刀洗町の広報誌「広報たちあらい」への掲載をお願いしました。
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地域防災力の向上への意識が高まる中、各自治会での自主防災組織活動の支援として、地域の情報を正確に
反映し、非常時の防災行動等に活用できる地域の防災マップ（マイ防災マップ）の作成支援を行っている。

マイ防災マップ作成の様子
（佐賀市兵庫町）

現地調査によるマップ精度向上
（佐賀市兵庫町）

作成したマイ防災マップ
（諸富町小杭地区）

作成したマイ防災マップの活用訓練
（諸富町小杭地区）

【工夫】
・各自治会内にある避難場所の位置や農業用水路の流向や浸水実績箇所及び交通量の多い交差点や街灯

の位置など、防犯面も意識したマップを作成。
・作成したマップを活用し、自主防災組織での訓練や市役所、小学校と共同で防災避難訓練を実施。
・地デジを活用した防災情報の川の防災情報、アラームメールなど防災情報の入手方法等についての

情報提供等も併せて行い、防災意識の向上に努める。

【効果・課題】
・町中を歩くことで、危険箇所を認識でき、防災意識が向上したとの意見があった。
・小学校と連携した訓練等を実施することで地域防災力の向上や防災意識の向上が図れる。
・自主防災組織活動の一環としての地域が主体となって行うことが重要。
・さらに作成後の活用方法や継続的な活動、地域拡大をどのように行うか課題、継続的な交流が重要。
・小杭自治会では防火訓練と併せて実施、訓練内容の充実を図る

基礎情報の普及（マイ防災マップ作成支援）
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防災教育支援の取り組み（１）
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防災教育支援の取り組み（２）
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（２）現状の減災に係る取組状況

⑥各自治体の取組について
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http://www.bousai.city.kanzaki.saga.jp
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（３）各地で頻発する災害
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大牟田市

熊本市

柳川市

佐賀市

○ 平成24年７月の九州北部豪雨では、河川の氾濫や土石流が発生し、死者31名、行方不明者2名にの
ぼったほか、九州を中心に多くの住家被害（全壊363棟、半壊1,501棟、一部損壊317棟、床上浸水
3,328棟、床下浸水9,550棟）が発生。

位置図

7/
3

直轄管理区間において
赤色：はん濫が発生した河川
橙色：はん濫危険水位を超過した河川

九州各地で水害が頻発（平成２４年７月九州北部豪雨）
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九州各地で水害が頻発（九州北部豪雨以前の近年災害）

H22年7月 遠賀川（直方市猪久保）

H17年９月 大淀川（宮崎市富吉地区）
H17年９月 五ヶ瀬川（延岡市岡富地区）

H17年9月 球磨川（芦北町漆口地区）

H18年7月 川内川（さつま町虎居地区）

H16年10月 番匠川（佐伯市灘地区）

１

２

３

５

６７

４

うすくち

とらい
とみよし

おかとみ

なだ

いのくぼH21年7月 六角川（武雄市高橋地区）
たかはし

福 岡
県

大 分 県

宮 崎
県

鹿 児 島
県

長 崎
県

肝属川

佐 賀 県

大淀川

小丸川

五ヶ瀬川

番匠川

大野川

大分川

山国川

遠賀川

松浦川
嘉瀬川

川内川

球磨川

緑川

白川

菊池川

矢部川

筑後川

六角川

本明川

４

５

６

７
３

２

１

49



平成２７年９月の鬼怒川災害の概要と課題

鬼怒川下流域における一般被害の状況

鬼怒川

小貝川

中妻駅

北水海道駅

常総市役所

大生小学
校

水海道中学
校

水海道さくら病院

水海道第二高等学校

（八間堀川排水機場）

項目 状況等

人的被害 死亡2名、重症2名、中等症11名、軽症
17名

住宅被害 床上浸水 4,400件
床下浸水 6,600件

救助者 ヘリによる救助者数 1,343人
地上部隊による救助者数 2,919人

避難指示等 ①避難指示 11,230世帯，31,398人
②避難勧告 990世帯， 2,775人

（※29日16時現在）

避難所開設
等

避難者数 1,786人
（市内避難所 840人，市外 946人）

（※18日11時現在）

（茨城県災害対策本部 10月1日16時以前の発表資料より常総市関連を抜粋）

① 堤防決壊に伴う氾濫流による家屋の倒壊・流出

② 地方公共団体の長の避難指示・避難勧告及び広域避難

③ 避難の遅れと長時間・広範囲の浸水による多数の孤立者の発生

主な課題

氾濫流による家屋の倒壊・流出

市内の広範囲が浸水

常総市
範囲

浸水
範囲

常総市

つくば市

つくばみらい市

板東市

八千代町 下妻市

毎日新聞社

写真提供：関東地方整備局

最大60台の排水ポンプ車で24時間
排水を行い約10日間排水を実施
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気候変動等における災害リスク

出典:想定最大外力（洪水、内水）の設定に係る技術検討会 （国土交通省）

■今後の降雨の見通し（想定最大外力）
・今後100年で降雨量は、筑後川流域で1.3倍以上になる予想であり、災害リスクは確実
に上昇。

筑後川流域 筑後川流域
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